
【高１】 

 

留学生就職促進プログラム 

 

１．創設年度：平成２９年度 

 

２．令和３年度予算額：３．７億円 

 

３．事業概要 
 

少子高齢化の進む我が国において、高度外国人材の活用が求められている状況の中、

我が国で学修する外国人留学生を我が国国内の企業に就職させるための特別な教育プロ

グラムを構築し支援を行うことで、企業における高度人材の確保を促進させることが可

能となるとともに、我が国への留学の魅力を高め、「留学生 30 万人計画」のさらなる推

進を目指す。 

本事業では、成長戦略における「外国人材の我が国企業への就職の拡大」に向け、各

大学が地域の自治体や産業界と連携し、就職に必要なスキルを一体として学ぶ環境を創

設する取組を支援し、外国人留学生の我が国での定着を図るとともに、日本留学の魅力

を高め、諸外国から我が国への留学生増加を図る。＜直接実施、委託＞ 

 

４．選定理由：オ（その他公開の場で外部の視点による点検を行うことが有効と判断され

るもの） 
 

本事業のこれまでの成果や取組状況が事業目的に照らして適切なものとなっているか

などの点について、公開の場で外部有識者の幅広い視点や専門性を活用して検証するこ

とで、今後の事業の在り方について検討する機会を得ることができ有効であると考える

ため。 

 

５．想定される論点 
 

本事業では、外国人留学生の我が国での定着を図るとともに、日本留学の魅力を高

め、諸外国から我が国への留学生増加を図ることを目的とし、地域ごとに事業に取り組

んでいるが、就職率の目標の達成に向けて現状分析や更なる取組みが必要となるなどの

課題がある。また「留学生 30 万人計画」の検証結果報告書においても、今後の方向性

として、我が国において質の高い教育を受けた優秀な外国人留学生の日本社会への定着

度向上などのよりアウトカムに着目した受入れの質の向上を図る視点に転換することが

求められている。そのため、上記課題の解決や今後の留学生政策の方向性を踏まえて、

本事業の取組効果をより高めるために、以下の論点で議論を行うことが想定される。 

・事業成果の検証 

・これまでの事業成果を踏まえた今後の事業の在り方について 

 

※ 成果指標（令和２年度） 

・採択事業拠点の日本企業等に就職した外国人留学生の割合 
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留学生就職促進プログラム

○課題： 留学生の日本国内での就職における課題として、企業において改善を図るべき点がある一方、大学等においても取り組める内容がある。
【留学生が国内企業で採用されるために求められる能力】
・現状、大多数の国内企業内の公用語は日本語であるため、一定水準以上の日本語能力が必要
・日本企業における採用慣行や働き方（採用者の将来性や潜在能力を評価、ゼネラリストとしてあらゆる職務に対応できる能力を求める）に
関する理解

○対応： 上記を踏まえ、各大学が地域の自治体や産業界と連携し、就職に必要なスキルである「ビジネス日本語」「キャリア教育（日本企業論
等）」「中長期インターンシップ」を一体として学ぶ環境を創設する取組を支援し、外国人留学生の我が国での定着を図るとともに、日本留学の魅
力を高め、諸外国から我が国への留学生増加を図る。また、地域単位の取組に加えて、留学生の専攻や就職する企業の業種等に応じて、大
学・企業等が地域横断的に連携して行う、留学生の就職促進の取組を構築する。

○採択実績：平成29年度～令和3年度：12拠点（300百万円）、令和２年度～令和４年度：3拠点（70百万円）

事業概要

令和3年度予算額 372百万円
(前年度予算額 372百万円)

文部科学省

○留学ビザから就労ビザへの
切替手続きでの優遇措置

出入国在留管理庁

国内企業等

大学

外国人留学生
奨励

奨学金
(学習奨励費)

（特別プログラムの受講者）

経済団体
申請

配
慮

○インターンシッププログラムの構築
・企業での実務内容の確認（大学）
・プログラム中の定期報告（企業）

地方自治体

経済産業省

・インターンシップの提供
・留学生採用枠の拡大

就職

特別プログラム
・ビジネス日本語
・キャリア教育（日本企業論等）
→企業から講師を派遣
・就職活動方法
・1か月以上のインターンシップの組
み込み

受講

コンソーシアムを構築

開設

採択・
委託

日本学生支援機構

助言
厚生労働省
（ハローワーク）

・マッチングの場の提供
・大学、企業への助言

・海外でのジョブフェアの開催
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（前年度予算額 XX百万円)
XX年度予定額
XX百万円

課題

本事業については、令和元年度に中間評価を行い、おおむね計画通りに事業が進捗しているとの評価。
ただし、一部の拠点において以下のような課題が指摘されている。
◆本プログラムで求める４週間のインターンシップについて，企業側の負担が大きいこともあり実施数の
実績が積み上がっていない。

◆委託期間が終了した後も教育プログラムが継続されるよう，それを実施するためのコンソーシアム等
の連携体制維持又は再構築に向けた取組が求められる。

留学生就職促進プログラムにおける課題・論点

論点

想定される論点は以下のとおり。
◆教育プログラムを策定したことによる、参画機関に関する国内に留まった外国人留学生等の分析・
評価が行われているか。

◆これまでの事業成果を踏まえた今後の事業の在り方や事業成果の普及方策について。

概要

本事業は、各大学が地域の自治体や産業界と連携し、日本国内での就職に必要なスキルである
「日本語能力」「日本での企業文化等キャリア教育」「中長期インターンシップ」を一体として学ぶ環境
を創設する取組を支援し、外国人留学生の我が国での定着を図るとともに、日本留学の魅力を高め、
諸外国から我が国への留学生増加を図る。
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令和３年度事業番号 0430

高等教育局

政策

13

施策 ※令和２年度事前分析表より転記

13-1

施策の概要

達成目標１

達成目標２

事業 ※令和２年度レビューシートより転記

事業名

事業の目的

事業概要

定量的な
成果目標

成果指標

（１）

本事業の成
果と上位施策

との関係

政策目標

概要 人づくりなどに資する国際交流・協力の推進を通じて豊かな国際社会の構築の一翼を担う。

施策の概要及び達成目標のどこを達成しようとしているのか分かるよう、該当部分を下線・太字で表記する。

施策目標

政策・施策・事業整理票

豊かな国際社会の構築に資する国際交流・協力の推進

採択事業拠点の日本企業等に就職した外国人留学生の割合

留学生就職促進プログラム

少子高齢化の進む我が国において、高度外国人材の活用が求められている状況の中、我が国で学修する外国人留学生を我が国国内の
企業に就職させるための特別な教育プログラムを構築し支援を行うことで、企業における高度人材の確保を促進させることが可能となるとと
もに、我が国への留学の魅力を高め、「留学生30万人計画」のさらなる推進を目指す。

成長戦略における「外国人材の我が国企業への就職の拡大」に向け、各大学が地域の自治体や産業界と連携し、就職に必要なスキルであ
る「日本語能力」「日本での企業文化等キャリア教育」「中長期インターンシップ」を一体として学ぶ環境を創設する取組を支援し、外国人留
学生の我が国での定着を図るとともに、日本留学の魅力を高め、諸外国から我が国への留学生増加を図る。

①

達成目標のうち、当該事業が具体的にどの達成目標にあたるのか分かるよう、該当部分を灰色に塗りつぶす。

 国際交流の推進

諸外国との人材交流等を通して、国際社会で活躍できる人材を育成するとともに、諸外国の人材養成に貢献し、我が国と諸外国
との相互理解と友好親善に資する。

高等教育段階の国際交流等を拡大する。

初等中等教育段階の国際交流等を拡大する。

施策の達成目標と当該事業の目的・事業概要の関連を整理し、また当該事業の成果と上位施策との関係を明確にする。

当該事業の目的・概要・アウトカム・アウトプットのうち、どこが特に関連しているか分かるよう、該当部分を下線・太字で表記する。

本事業は、日本で学習する外国人留学生を日本国内の企業に就職させるための特別な教育プログラムを構築し支援を行うことで、我が国
における高度人材の定着を促進させる。本事業の推進により、外国人留学生の日本への定着を図るとともに、日本留学の魅力を高めること
で外国人留学生の増加が見込まれる。

インターンシッププログラムへの参加者数※人数確定後に記載アウトプット

アウトカム

外国人留学生の日本国内での就職率を現状の３割から５割に向上させる(目標値は各大学の目標値の平均とす
る)
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1 

2 

3 

4 

5 

6 

7 

8 

9 

10 

11 

12 

13 

14 

15 

16 

17 

18 

19 

20 

21 

22 

23 

24 

25 

26 

27 

29 
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（ ）

当初予算＋補正予算に対す
る執行額の割合（％）

98% 98% 95%

一般会計

根拠法令
（具体的な

条項も記載）
-

主要政策・施策

361.8

実施方法

平成29年度

留学生就職促進プログラム 担当部局庁 高等教育局 作成責任者

事業開始年度

直接実施、委託・請負

担当課室 学生・留学生課
主任大学改革官
佐藤　邦明

事業名

会計区分

2年度

-

翌年度へ繰越し -

計

令和元年度

経済協力

-

事業概要
（5行程度以内。
別添可）

3年度要求

予算
の状
況

30年度

成長戦略における「外国人材の我が国企業への就職の拡大」に向け、各大学が地域の自治体や産業界と連携し、就職に必要なスキルである「日本語能力」
「日本での企業文化等キャリア教育」「中長期インターンシップ」を一体として学ぶ環境を創設する取組を支援し、外国人留学生の我が国での定着を図るとと
もに、日本留学の魅力を高め、諸外国から我が国への留学生増加を図る。

- -

362

- -

-

-補正予算

予備費等

当初予算 370

--

355

平成29年度
事業終了

（予定）年度 令和4年度

主要経費

事業の目的
（目指す姿を簡
潔に。3行程度以

内）

少子高齢化の進む我が国において、高度外国人材の活用が求められている状況の中、我が国で学修する外国人留学生を我が国国内の企業に就職させる
ための特別な教育プログラムを構築し支援を行うことで、企業における高度人材の確保を促進させることが可能となるとともに、我が国への留学の魅力を高
め、「留学生30万人計画」のさらなる推進を目指す。

前年度から繰越し - -

令和2年度行政事業レビューシート 文部科学省

執行額

362 361.8 370 372.1 372.1

356 352.5

執行率（％） 98% 98% 95%

「留学生３０万人計画」骨子（平成20年7月29日策定）
「日本再興戦略2016」（平成28年6月2日閣議決定）
「経済財政運営と改革の基本方針2016」（平成28年6月2日閣
議決定）
「ニッポン一億総活躍プラン」（平成28年6月2日閣議決定）

-

372.1 372.1

関係する
計画、通知等

地方創生、ＯＤＡ

2年度当初予算

218.7

152

0.7

0.6
政府開発援助留学生業務

謝金

政府開発援助留学生業務
庁費

計

令和2・3年度
予算内訳

（単位：百万円）

主な増減理由

※金額は単位未満四捨五入して記載していることから、合計が一致し
ない場合がある。

3年度要求

0.7

0.6

0.1

事業番号 0411

0.1

372.1 372.1

予算額・
執行額

（単位:百万円）

歳出予算目

外国人留学生受入推進事
業委託費

政府開発援助外国人留学
生受入推進事業委託費

政府開発援助教員等派遣
旅費

211.3

159.4
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31 

32 

33 

34 

35 

36 

79 

100 

101 

102 

115 

116 

117 

130 

131 

132 

133 

134 

135 

187 

188 

189 

430 

431 

432 

433 

434 

435 

456 

457 

458 

459 

460 

481 

482 

483 
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政
策
評
価

政
策
評
価

、
新
経
済
・
財
政
再
生
計
画
と
の
関
係

チェック

2年度
活動見込

3年度
活動見込

-

-

根拠として用いた
統計・データ名

（出典）
事業採択大学調べ

-

300,000

目標最終年度

- -- -

-

-

目標値

中間目標

単位当たり
コスト

算出根拠

当初見込み

件

計算式 百万円/件

単位
活動指標及び

活動実績
（アウトプット）

活動指標

409 594 612

平成29年度 30年度 令和元年度

活動実績

令和元年度

百万円

計画開始時

インターンシッププログラムへの参加者数
※人数確定後に記載

元年度 2年度

成果目標及び成果実績（アウトカム）欄についてさらに記載が必要な場合はチェックの上【別紙１】に記載

0.6

-

件

356/594

2年度活動見込

0.9 0.6

-

外国人留学生の日本国内
での就職率を現状の３割か
ら５割に向上させる(目標値
は各大学の目標値の平均
とする)

年度

312,214 -

目標値 人

-

本事業の成果と取組事項・KPIとの関係

％

- -
K
P
I

(

第
一
階
層

）
-

成果実績

- -

単位

30年度 令和元年度

採択事業拠点の日本企業
等に就職した外国人留学
生の割合

中間目標
定量的な成果目標

-

単位

執行額／インターンシッププログラムへの参加者数
※人数が確定後に記載

単位当たり
コスト

-

-

-

年度 年度

-

-

-

成果実績

目標値

成果指標 単位

％
成果目標及び

成果実績
（アウトカム） ％

- - -

355/409

30年度

352.5/612

取組
事項

分野： - -

-

本事業の成果と上位施策・測定指標との関係

本事業は、日本で学習する外国人留学生を日本国内の企業に就職させるための特別な教育プログラムを構築し支援を行うことで、我が国における
高度人材の定着を促進させる。本事業の推進により、外国人留学生の日本への定着を図るとともに、日本留学の魅力を高めることで外国人留学生
の増加が見込まれる。

-

- 2
定量的指標

298,980

ＫＰＩ
（第一階層）

-

-

50

-

平成29年度 30年度 令和元年度
目標最終年度

- -

-

34 31.5

-

- -

-

-

達成度

33

30

-

年度 年度3

年度年度

中間目標 目標年度

平成29年度

平成29年度

実績値 人 267,042

単位

外国人留学生数（日本語教育機関を含む）

施策 13-1 国際交流の推進

政策 13　豊かな国際社会の構築に資する国際交流・協力の推進

測
定
指
標

-

達成度 ％ -

K
P
I

(

第
二
階
層

）

ＫＰＩ
（第二階層）

単位
計画開始時

元年度 2年度
中間目標 目標最終年度

- 年度 - 年度 - 年度

-

成果実績 - - - - - -

目標値 - - - - - -

達成度 ％ - - - - -

新
経
済
・
財
政
再
生
計
画
改
革
工
程
表
 
2
0
1
9

6



700 

701 

702 

703 

704 

705 

706 

707 

708 

709 

710 

711 

712 

713 

714 

715 

716 

717 

718 

719 

720 

721 

722 

723 
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-

事業番号 事業名所管府省名

○

公募先の選定にあたっては、事業計画を精査し、経費の支
出の透明性について確認を行うと共に、より少ないコストで
大きな効果を引き出すことのできる事業者を選定している。

各大学が自治体や企業等と連携して拠点を形成する事業で
あることから、国が主体となって実施すべき事業である。

○

評　価項　　目

外国人留学生の日本における就職率の引上げが指摘され
ており、社会のニーズを的確に反映している。

活動実績は見込みに見合ったものであるか。

企画競争により適切に委託先を選定し、計画の効果が大きいと予想される大学に事業を委託するとともに、経費の適切な執行に努める。

本事業は「留学生３０万人計画」及び「日本再興戦略2016」等を踏まえて実施されるものであり、優先度の高い事業であると認められる。
成果目標として2020年までに外国人留学生の受入れ30万人を目指すこととしていたが、１年前倒しして2019年度に達成したが、我が国への定
着化を図り、日本での就職を希望する外国人留学生を日本国内の企業に就職させるための特別な教育プログラムの構築支援を行うことは、
事業効果及び費用対効果の面からも妥当であると判断できる。

○

‐

-

不用率が大きい場合、その理由は妥当か。（理由を右に記載）

-

事業実施に当たって他の手段・方法等が考えられる場合、それと比較してより効果
的あるいは低コストで実施できているか。

本事業は平成29年度から新規に実施した事業であり、委託
事業として実施することで今後十分な効果を上げることが見
込まれる。

関連する事業がある場合、他部局・他府省等と適切な役割分担を行っているか。（役
割分担の具体的な内容を各事業の右に記載）

‐

○

事
業
の
効
率
性

その他コスト削減や効率化に向けた工夫は行われているか。

‐

支出先（委託業者）は、公募を行い、有識者による選考委員
会において申請者の事業内容等を厳正に審査の上、決定す
ることとしており、その妥当性や競争性を確保している。

資金の流れの中間段階での支出は合理的なものとなっているか。

○

○

単位当たりコスト等の水準は妥当か。

「日本再興戦略」及び「第２期教育振興基本計画」において
2020年までに留学生の受入れを30万人にすることとされて
おり、明確に設定された成果目標に対する達成手段として優
先度の高い事業である。

公募先の選定にあたっては、事業計画を精査し、経費の支
出の透明性について確認を行うと共に、より少ないコストで
大きな効果を引き出すことのできる事業者を選定している。

事業の目的は国民や社会のニーズを的確に反映しているか。

○

一般競争契約、指名競争契約又は随意契約（企画競争）による支出のうち、
一者応札又は一者応募となったものはないか。

競争性のない随意契約となったものはないか。

公募先の選定にあたっては、事業計画を精査し、経費の支
出の透明性について確認を行うと共に、より少ないコストで
大きな効果を引き出すことのできる事業者を選定している。

本事業は平成29年度から新規に実施した事業であり、委託
事業として実施することで今後十分な効果を上げることが見
込まれる。

○

公募先の選定にあたっては、事業計画を精査し、経費の支
出の透明性について確認を行うと共に、より少ないコストで
大きな効果を引き出すことのできる事業者を選定している。

改善の
方向性

○

整備された施設や成果物は十分に活用されているか。

関
連
事
業

‐

事
業
の
有
効
性

成果実績は成果目標に見合ったものとなっているか。

-

○

点
検
・
改
善
結
果

費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。

○

-

受益者との負担関係は妥当であるか。

地方自治体、民間等に委ねることができない事業なのか。

政策目的の達成手段として必要かつ適切な事業か。政策体系の中で優先度の高い
事業か。

競争性が確保されているなど支出先の選定は妥当か。　

評価に関する説明

○

○

点検結果

国が主体となって実施すべき事業であるため、委託契約に
より国が負担することが妥当なものである。

国
費
投
入
の
必
要
性

事業所管部局による点検・改善

繰越額が大きい場合、その理由は妥当か。（理由を右に記載） ‐
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( )

※令和元年度実績を記入。執行実績がない新規事業、新規要求事業については現時点で予定やイメージを記入。

なお、金額は単位未満四捨五入して記載していることから、合計が一致しない場合がある。

資金の流れ
（資金の受け取
り先が何を行っ
ているかについ
て補足する）
（単位：百万円）

外部有識者による点検対象外

令和元年度に実施した、各プログラムの事業実績に対する評価結果等を踏まえ、契約額の見直しを行った。引き続き、適切な予算執行を行うこと
とする。

関連する過去のレビューシートの事業番号

執
行
等
改
善

１．事業評価の観点 ：この事業は、我が国で学修する外国人留学生を我が国国内の企業に就職させるための特別な教育プログラムを構築し支
援を行うことで、企業における高度人材の確保を促進されるとともに、我が国への留学の魅力を高め、「留学生30万人計画」のさらなる推進を目指
すことを目的とするものであり、予算執行状況の観点から検証を行った。

２．所見：この事業は外国人留学生の日本への定着を図るとともに、日本留学の魅力を高めることで外国人留学生の増加を見込むものであり、国
の事業としての必要性は認められる。プログラムの質向上のため審査方法の改善や評価分析（フォローアップ）の継続・改善及び事業成果につい
て引き続き検討を行うとともに、必要額を適正に算出する等、引き続きコスト削減に努めるべきである。

行政事業レビュー推進チームの所見

外部有識者の所見

備考

事
業
内
容
の

一
部
改
善

所見を踏まえた改善点/概算要求における反映状況

平成31年度 文部科学省 0410

平成30年度 417

平成29年度 40

- 平成25年度 -

平成26年度 - 平成27年度 - 平成28年度 新29-0048

平成22年度 - 平成23年度 - 平成24年度

文部科学省

３５２．５百万円

謝金 0.7百万円
旅費 0.9百万円
庁費 0.2百万円

等を含む

対象大学から申請のあった事業内容を審査の上、支援対象

とする取組を選定し、委託費を交付する。

委託【随意契約(企画競争)】

Ａ.国立大学法人等（全１９法人）

３５１百万円

・各大学における、日本で学習する外国人留学生を日本国内の
企業に就職させるための特別な教育プログラムを構築し支援。
・取組の成果の周知及び留学生が日本国内で就職する上で多く
の大学で取り組める効果的な取組に関する調査研究を実施。
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支出先上位１０者リスト

A.

　

国庫債務負担行為等による契約先上位10者リスト

チェック

チェック

国立大学法人愛媛
大学

学校法人関西大学

国立大学法人熊本
大学

国立大学法人東北
大学

国立大学法人山形
大学

国立大学法人金沢
大学

国立大学法人名古
屋大学

国立大学法人群馬
大学

国立大学法人静岡
大学

学校法人東洋大学

- - -

支出先上位10者リスト欄についてさらに記載が必要な場合はチェックの上【別紙３】に記載

契　約　先
ﾌﾞﾛｯｸ
名

-

法　人　番　号 業　務　概　要
契約額

（百万円）
契約方式

入札者数
（応募者

数）
落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（契約額10億円以上）

1 - - -

A.国立大学法人愛媛大学

旅費

費目・使途
（「資金の流れ」に
おいてブロックご
とに最大の金額

が支出されている
者について記載
する。費目と使途
の双方で実情が
分かるように記

載）

金　額
(百万円）

事業活動費 消耗品費、印刷製本費　等 7.2

使　途

人件費

国内旅費、外国旅費 2.9

B.
金　額

(百万円）

17.1

費　目 使　途

計 27.2 計 0

給与、謝金

費　目

9

- 100％

随意契約
（企画競争）

随意契約
（企画競争）

5 - 100％

- 100％

4

8

7

6

1

10

100％

2330005002106

7370005002147

8390005002565

2220005002604

3180005006071

入札者数
（応募者数）

落札率契約方式等

随意契約
（企画競争）

費目・使途欄についてさらに記載が必要な場合はチェックの上【別紙２】に記載

9070005001680

7080005003835

2

3

- 100％

法　人　番　号

6120905001356

9500005001934 27.2

- 100％

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

4010005002375

留学生の就職促進に係る
業務

留学生の就職促進に係る
業務

留学生の就職促進に係る
業務

留学生の就職促進に係る
業務

留学生の就職促進に係る
業務

留学生の就職促進に係る
業務

-

支　出　額
（百万円）

支　出　先 業　務　概　要

27.1

25.2

25.1

25.1

25.1

25 - 100％

25.1

- 100％

随意契約
（企画競争）

25.1

随意契約
（企画競争）

随意契約
（企画競争）

随意契約
（企画競争）

100％

- 100％

-

随意契約
（企画競争）

随意契約
（企画競争）

随意契約
（企画競争）

留学生の就職促進に係る
業務

留学生の就職促進に係る
業務

留学生の就職促進に係る
業務

留学生の就職促進に係る
業務

25.1
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